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写真 間伐後のスギ人工林 

１ はじめに 
 

 本町は、嶺北仁淀森林計画区に属し、高知県のほぼ中央部に位置しており、その区域

面積は 47,097haと高知県内の 34市町村中４番目、また、嶺北仁淀森林計画区に属して

いる 10市町村中最大の面積を有しています。そして、区域面積のうち森林面積は、

42,318ha（民有林 30,424ha、国有林 11,894ha）を占め、森林率は 90％、嶺北仁淀森林

計画区における森林面積の 26％を占めています。本町の民有林人工林面積は 20,105ha

（人工林率 66％）、その蓄積は 11,479千 m3と量的には充実しており、51年生以上の人

工林は人工林面積の 82％を占め、10年後には 92％にまで増加すると見込まれていま

す。これらの人工林については、引き続き間伐、保育等の森林整備の推進を図るととも

に、主伐、植林のサイクルによって均衡のとれた齢級構成に誘導することが必要です。

そのため、地域住民の要請等を踏まえた地域に適した多様な施業の実施を担保しつつ、

施業の集約化による効率化を図るためのツールである森林経営計画の策定を推進するこ

となどにより、林業生産活動の活性化を図らなければなりません。加えて、平成 31年度

に施行された森林経営管理法に基づいた、森林所有者と林業経営者との間の連携構築に

向けた取組については、森林環境譲与税を活用し、森林所有者への意向調査や意向調査

結果を踏まえた町主体の森林整備、地籍調査未了地区の境界明確化・森林現況調査など

の森林経営管理制度関連事業を推進することとしています。今回、森林所有者への意向

調査を円滑かつ効率的に実施することを目的に「いの町意向調査実施計画」を策定し、

本町の森林整備のさらなる推進に資することとしています。 
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２ 意向調査と経営管理の方針 
 

 意向調査とは、森林経営管理法に基づき、町が森林所有者に対し、所有する森林の経

営管理の現況や今後の経営管理の意向等を確認するものです。 

 意向調査において、森林の経営管理を町へ委託することを希望し、かつ、当該森林の

保育に係る整備の必要性を町が認める場合、町は森林所有者と森林整備に関する受委託

契約を締結し、町主体による森林整備を実施していくこととします（①）。また、町へ

の委託希望森林のうち、林内路網が整備されているなど林業経営に適した森林について

は、森林所有者の同意を得たうえで、林業経営体（森林経営管理法（平成 30年法律第

35号）第 36条第 2項又は第 44条第 2項の規定に基づき高知県が公表している民間事業

者であり、主たる事務所の所在地がいの町の場合に限る。以下同じ。）による森林整備

へ誘導することとします（②）。 

なお、これらの取組によっても森林整備が困難な場合にあっては、経営管理権集積計

画を策定することとします（③）。 
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図２ 意向調査対象について 

 
３ 意向調査対象森林 

 

意向調査の対象は、地域森林計画対象森林から①森林経営計画が策定又は策定予定の森

林と②国や地方公共団体が出資している団体及び地方公共団体が管理している森林を除

いた森林から、次の１から５を考慮の上、選定するものとします（図２）。 

 

１ 平成２５年度以降に森林整備が実施されていない森林。 

２ いの町林政連絡調整円卓会議（以下「円卓会議」という。）などの場において、 

林業経営体から意向調査実施の要望があった森林。 

３ 人工林率がおおむね６割以上の林班とするが、林業経営体による集約的な森林

施業が認められる場合にあってはこの限りではない。 

４ 地籍調査が完了している森林とするが、地籍調査が未了であっても、森林境界

の明確化に係る事業が実施され又は実施予定の森林の場合はこの限りではない。 

５ その他町長が必要と認める森林。 
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４ 調査計画 

 

年度別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図３ 年度別計画図面（実績含む。） 
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令和５年３月 策定 

令和８年７月 改訂 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料 

  



 

 

資料１ 調査実績（令和元年度～令和７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

資料２ 地域森林計画内の人工林分布図面 

 

 

 

 

 



 

 

資料３ 森林経営計画樹立箇所図面（令和７年 11月末現在） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

資料４ 施業実施箇所図面 

 

 

 

 

 


